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衆
議
院
議
員
神
津
た
け
し
君
提
出
法
人
等
に
よ
る
寄
附
の
不
当
な
勧
誘
の
防
止
等
に
関
す
る
法
律
案
に
関
す
る
質
問
に
対
し

、
別
紙
答
弁
書
を
送
付
す
る
。 

 
 



 

１ 

 

 
 
 

衆
議
院
議
員
神
津
た
け
し
君
提
出
法
人
等
に
よ
る
寄
附
の
不
当
な
勧
誘
の
防
止
等
に
関
す
る
法
律
案
に
関
す
る
質
問
に

対
す
る
答
弁
書 

一
の
１
に
つ
い
て 

 
 

お
尋
ね
の
「
個
人
が
現
金
等
を
外
国
へ
持
ち
出
し
、
外
国
の
法
人
等
に
寄
附
を
直
接
行
う
行
為
」
の
具
体
的
に
意
味
す
る

と
こ
ろ
が
明
ら
か
で
は
な
い
た
め
、
お
答
え
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。
な
お
、
法
人
等
に
よ
る
寄
附
の
不
当
な
勧
誘
の
防

止
等
に
関
す
る
法
律
（
令
和
四
年
法
律
第
百
五
号
。
以
下
「
本
法
」
と
い
う
。
）
に
お
い
て
は
、
個
人
は
、
法
人
等
が
寄
附

の
勧
誘
を
す
る
に
際
し
、
当
該
個
人
に
対
し
て
本
法
第
四
条
各
号
に
掲
げ
る
行
為
を
し
た
こ
と
に
よ
り
困
惑
し
、
そ
れ
に
よ

っ
て
寄
附
に
係
る
契
約
の
申
込
み
若
し
く
は
そ
の
承
諾
の
意
思
表
示
又
は
単
独
行
為
を
す
る
旨
の
意
思
表
示
を
し
た
と
き

は
、
当
該
寄
附
の
意
思
表
示
（
当
該
寄
附
が
消
費
者
契
約
に
該
当
す
る
場
合
に
お
け
る
当
該
消
費
者
契
約
の
申
込
み
又
は
そ

の
承
諾
の
意
思
表
示
を
除
く
。
）
を
取
り
消
す
こ
と
が
で
き
る
が
、
寄
附
の
意
思
表
示
を
し
た
個
人
が
す
る
場
合
の
損
害
賠

償
請
求
に
つ
い
て
は
、
特
段
の
規
定
を
設
け
て
い
な
い
。 

一
の
２
に
つ
い
て 

 
 

お
尋
ね
の
「
右
１
の
寄
附
を
行
っ
た
場
合
で
右
１
の
法
人
等
に
日
本
法
人
等
が
あ
る
場
合
」
の
具
体
的
に
意
味
す
る
と
こ



 

２ 

 

ろ
が
明
ら
か
で
は
な
い
た
め
、
お
答
え
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。 

一
の
３
に
つ
い
て 

 
 

お
尋
ね
の
「
右
１
の
寄
附
を
行
っ
た
場
合
」
及
び
「
右
１
の
法
人
等
及
び
右
１
の
法
人
の
日
本
法
人
等
」
の
具
体
的
に
意

味
す
る
と
こ
ろ
が
明
ら
か
で
は
な
い
た
め
、
お
答
え
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。
な
お
、
本
法
に
お
い
て
は
、
法
人
等
に
寄

附
（
金
銭
の
給
付
を
内
容
と
す
る
も
の
に
限
る
。
）
を
し
た
個
人
の
扶
養
義
務
等
に
係
る
定
期
金
債
権
の
債
権
者
は
、
民
法

（
明
治
二
十
九
年
法
律
第
八
十
九
号
）
第
四
百
二
十
三
条
第
二
項
本
文
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
定
期
金
債
権
の
う
ち

確
定
期
限
の
到
来
し
て
い
な
い
部
分
を
保
全
す
る
た
め
必
要
が
あ
る
と
き
は
、
当
該
個
人
で
あ
る
債
務
者
に
属
す
る
当
該
寄

附
に
関
す
る
本
法
第
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
取
消
権
等
を
行
使
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
し
て
い
る
。 

二
の
１
及
び
２
に
つ
い
て 

 
 

外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
二
十
八
号
）
第
十
九
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
支
払
手
段
等

の
携
帯
輸
出
入
届
出
は
、
お
尋
ね
の
「
外
国
へ
持
ち
出
す
金
額
」
に
上
限
を
課
す
も
の
で
は
な
い
。
ま
た
、
当
該
届
出
の
義

務
は
、
御
指
摘
の
「
月
額
や
年
間
で
の
持
ち
出
し
金
額
」
を
基
準
と
し
て
課
さ
れ
る
も
の
で
は
な
く
、
当
該
支
払
手
段
等
を

携
帯
し
て
輸
出
し
、
又
は
輸
入
し
よ
う
と
す
る
都
度
課
さ
れ
る
も
の
で
あ
る
。 



 

３ 

 

二
の
３
に
つ
い
て 

 
 

お
尋
ね
の
「
課
税
の
対
象
と
な
る
か
否
か
」
の
意
味
す
る
と
こ
ろ
が
必
ず
し
も
明
ら
か
で
は
な
い
が
、
我
が
国
に
お
い
て

は
、
関
税
定
率
法
（
明
治
四
十
三
年
法
律
第
五
十
四
号
）
、
関
税
法
（
昭
和
二
十
九
年
法
律
第
六
十
一
号
）
、
関
税
暫
定
措

置
法
（
昭
和
三
十
五
年
法
律
第
三
十
六
号
）
、
世
界
貿
易
機
関
を
設
立
す
る
マ
ラ
ケ
シ
ュ
協
定
（
平
成
六
年
条
約
第
十
五
号

）
及
び
我
が
国
が
締
結
し
て
い
る
経
済
連
携
協
定
等
に
基
づ
き
、
輸
入
貨
物
に
対
し
て
関
税
を
課
し
て
お
り
、
お
尋
ね
の
「

外
国
に
現
金
等
を
持
ち
出
す
」
行
為
は
、
支
払
手
段
等
の
輸
出
に
当
た
る
と
考
え
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
関
税
は
課
さ
れ
な
い
。 


